
独立行政法人都市再生機構貸借対照表
（令和2年3月31日）

宅地造成等経過勘定 （単位：円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 27,762,104,976

業務収入未収金 114,387,107

貸倒引当金 △ 2,046,286 112,340,821

割賦等譲渡債権 71,924,516,340

貸倒引当金 △ 1,881,307,753 70,043,208,587

販売用不動産 3,320,346,996

仕掛不動産勘定 137,186,166

前渡金 10,815,983

前払費用 6,225,220

未収収益 11,324,894

未収金 654,067,333

貸倒引当金 △ 4,380,387 649,686,946

その他の流動資産 29,513,344

流動資産合計 102,082,753,933

Ⅱ 固定資産

1 有形固定資産

車両運搬具 13,608,908

減価償却累計額 △ 13,608,900 8

工具器具備品 526,050

減価償却累計額 △ 526,049 1

土地 511,801,239,167

有形固定資産合計 511,801,239,176

2 無形固定資産

電話加入権 2,488,000

ソフトウェア仮勘定 14,207,178

無形固定資産合計 16,695,178

3 投資その他の資産

投資有価証券 779,000,000

関係会社株式 4,689,497,403

長期貸付金 3,758,333,308

貸倒引当金 △ 297,431,105 3,460,902,203

関係法人長期貸付金 947,201,213

破産・更生債権等 9,850,017,200

貸倒引当金 △ 9,461,310,881 388,706,319

前払年金費用 11,073,327

敷金・保証金 117,600

その他の資産 621,334,605

貸倒引当金 △ 679,390 620,655,215

投資その他の資産合計 10,897,153,280

固定資産合計 522,715,087,634

資産合計 624,797,841,567



（単位：円）

負債の部

Ⅰ 流動負債

１年以内償還予定都市再生債券 73,300,000,000

債券発行差額 △ 586,854 73,299,413,146

１年以内返済予定長期借入金 1,082,224,000

業務費未払金 804,096,492

完成資産未成原価未払金 7,322,180,690

未払金 13,861,282

未払費用 678,575,591

前受金 4,459,175,173

預り金 67,266,432

受入保証金 9,265,061

引当金

賞与引当金 215,868,098

その他の流動負債 12,506,496

流動負債合計 87,964,432,461

Ⅱ 固定負債

都市再生債券 415,000,000,000

長期借入金 12,482,664,000

長期受入保証金 71,798,320,375

引当金

退職給付引当金 2,960,727,739

固定負債合計 502,241,712,114

負債合計 590,206,144,575

純資産の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 87,690,038,500

資本金合計 87,690,038,500

Ⅱ 繰越欠損金

当期未処理損失　（注） 53,098,341,508

（うち当期総利益） (15,093,877,487)

繰越欠損金合計　 53,098,341,508

純資産合計 34,591,696,992

負債純資産合計 624,797,841,567

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。



宅地造成等経過勘定 （単位：円）
Ⅰ 損益計算書上の費用

市街地整備特別業務費 47,717,326,088
公園特別業務費 2,968,749
分譲住宅特別業務費 355,573,439
受託費 440,856,659
一般管理費 882,263,235
財務費用 4,024,979,518
販売用不動産等評価損 307,269,044
雑損 7
減損損失 10,689,451,930
　　損益計算書上の費用合計 64,420,688,669

Ⅱ 行政コスト 64,420,688,669

行政コスト計算書
（平成31年４月１日～令和２年３月31日）



独立行政法人都市再生機構損益計算書
(平成31年4月1日～令和2年3月31日）

宅地造成等経過勘定 （単位：円）

Ⅰ 経常費用

市街地整備特別業務費

役職員給与等 892,450,583

賞与引当金繰入 74,352,868

退職給付引当金繰入 154,329,706

管理業務費 6,283,691,695

譲渡原価 40,312,501,236 47,717,326,088

公園特別業務費

管理業務費 2,968,749

分譲住宅特別業務費

役職員給与等 47,271,265

賞与引当金繰入 3,899,468

退職給付引当金繰入 8,093,891

管理業務費 296,308,815 355,573,439

受託費

市街地整備特別受託費 440,856,659

一般管理費

役職員給与等 212,072,909

賞与引当金繰入 19,722,449

退職給付引当金繰入 40,936,682

減価償却費 54,408

その他の一般管理費 609,476,787 882,263,235

財務費用

支払利息 3,871,273,297

債券発行費 153,673,821

その他の財務費用 32,400 4,024,979,518

販売用不動産等評価損

市街地整備特別資産評価損 307,269,044

雑損 7

53,731,236,739経常費用合計



Ⅱ 経常収益

市街地整備特別業務収入

市街地特別整備敷地等譲渡収入 50,950,609,432

市街地特別整備敷地等賃貸料収入 22,002,285,083

市街地特別施設譲渡収入 2,624,021,659

市街地整備特別諸収入 363,886,587 75,940,802,761

公園特別業務収入

施設賃貸料等収入 2,291,623

分譲住宅特別業務収入

敷地賃貸料収入 25,810,287

分譲住宅特別管理諸収入 57,846,947 83,657,234

受託収入

市街地整備特別受託収入 440,856,659

財務収益

受取利息 84,160,723

割賦利息収入 2,528,479,251

配当金収入 105,015,510 2,717,655,484

雑益 25,437,886

79,210,701,647

25,479,464,908

Ⅲ 臨時損失

減損損失 10,689,451,930 10,689,451,930

Ⅳ 臨時利益

固定資産売却益 146,931,489

貸倒引当金戻入益 156,933,020 303,864,509

15,093,877,487

15,093,877,487

当 期 純 利 益

当 期 総 利 益

経常収益合計

経 常 利 益



純資産変動計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）
宅地造成等経過勘定 （単位：円）

当期首残高 87,690,038,500 87,690,038,500 △ 68,192,218,995 － △ 68,192,218,995 19,497,819,505

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

　出資金の受入 0 0 0 0 0 0

Ⅱ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

（１）利益の処分又は損失の処理

　利益処分（又は損失処理）による取り崩し 0 0 0 0 0 0

（２）その他

　当期純利益（又は当期純損失） 0 0 15,093,877,487 15,093,877,487 15,093,877,487 15,093,877,487

当期変動額合計 0 0 15,093,877,487 15,093,877,487 15,093,877,487 15,093,877,487

当期末残高 87,690,038,500 87,690,038,500 △ 53,098,341,508 15,093,877,487 △ 53,098,341,508 34,591,696,992

純資産
合計政府

出資金
資本金
合計

Ⅰ　資本金 Ⅱ　利益剰余金（又は繰越欠損金）

うち当期
総利益（又
は当期
総損失

当期未処分
利益（又は
当期未処理

損失）

利益剰余金
（又は繰越
欠損金）
合計



宅地造成等経過勘定 （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 10,746,292,766

人件費支出 △ 2,324,067,230

その他業務支出 △ 10,676,695,025

受託収入 440,856,659

市街地整備特別業務収入 82,724,926,701

公園特別業務収入 2,291,623

分譲住宅特別業務収入 4,895,875,358

補助金等収入 58,984,309

小計 64,375,879,629

利息及び配当金の受取額 2,724,691,982

利息の支払額 △ 4,088,077,574

業務活動によるキャッシュ・フロー 63,012,494,037

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 36,000,000,000

有価証券の売却による収入 36,000,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 1

有形固定資産の売却による収入 338,218,558

貸付金の回収による収入 346,135,075

敷金及び保証金の受入による収入 97,374,073

敷金及び保証金の返還による支出 △ 2,748,655,065

その他の投資活動による支出 △ 14,207,178

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,981,134,538

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 700,000,000

短期借入金の返済による支出 △ 700,000,000

債券の発行による収入 30,000,000,000

債券の償還による支出 △ 75,600,000,000

長期借入金の返済による支出 △ 1,624,172,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 47,224,172,000

Ⅳ 資金増加額 13,807,187,499

Ⅴ 資金期首残高 13,954,917,477

Ⅵ 資金期末残高 27,762,104,976

独立行政法人都市再生機構キャッシュ・フロー計算書

（平成31年4月1日～令和2年3月31日）



　宅地造成等経過勘定

Ⅰ.

Ⅱ. －

Ⅲ. 次 期 繰 越 欠 損 金 53,098,341,508

当 期 総 利 益 15,093,877,487

前期繰越 欠損金 68,192,218,995

損 失 処 理 額

損失の処理に関する書類
（令和２年６月29日）

（単位：円）

当 期 未 処 理 損 失 53,098,341,508



重要な会計方針

　当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（独立行政法人評価制度委員会会計

基準等部会、財政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計部会 平成30年9月3日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及

び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理局、財務省主計局、日本公認会計士協会　平成31年3月最終

改訂）（以下、独立行政法人会計基準等という）を適用して、財務諸表を作成しています。

１ 減価償却の会計処理方法
有形固定資産
　定額法を採用しています。
　残存価額は、１円としています。
　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。

車両運搬具 6 年
工具器具備品 5 年

２ 引当金の計上基準
（1） 　貸倒引当金

（2） 　賞与引当金

（3） 　退職給付引当金

３ 有価証券の評価基準及び評価方法
（1） 　関係会社株式

移動平均法による原価法によっています。
但し、持分相当額が取得原価より下落した場合は、持分相当額としています。

（2） 　その他有価証券
時価のないもの　　　移動平均法による原価法によっています。

４ たな卸資産の評価基準及び評価方法
　個別法による低価法によっています。

５ 債券発行差額の償却基準
　債券の償還期限までの期間で均等償却しています。

６ 消費税等の会計処理方法
　税込方式によっています。

７ その他
収益・費用の計上基準
　造成宅地、住宅等の割賦販売については、販売基準としています。

　債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

　役職員へ支給する賞与に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の勤務に係る部分を計上しています。

　役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しています。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準に
よっています。

　過去勤務費用及び数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12年）に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生事業年度から費用処理することとしています。

　役員の退職一時金については、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しています。



注記事項

１ 貸借対照表関係
有形固定資産（賃貸）から販売用不動産への用途変更による振替額

29,918,104,561 円
２ 損益計算書関係

（1） 受託収入の主な内訳
地方公共団体 円

受託収入計 円

（2） 減損損失
当事業年度において以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

３ キャッシュ・フロー計算書関係
資金の期末残高の貸借対照表科目の内訳
現金及び預金 円
資金期末残高 円

４ 行政コスト計算書関係
(1) 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 円
自己収入等 円
機会費用 円

円

(2) 機会費用の計上方法
① 　政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率

　10年利付国債の令和2年3月末利回りを参考に0.005％で計算しています。

②

③ 　国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

５ 退職給付関係
（１） 採用している退職給付制度の概要

64,420,688,669

　　当法人は、役員及び職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用しています。
　積立型制度として、確定給付企業年金制度を採用しており、非積立型制度として、役員及び職員退職一時金制度を採用
しています。また、確定給付型のほか、確定拠出型の制度を設けています。
　　また、役員退職一時金については、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しています。

　国又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引から生ずる機会費用の計算に使用した
利率
　当事業年度の通常の資金調達に係る借入金の約定利率及び債券の表面利率の加重平均を参考に0.288％で計算して
います。

　当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務期間に対応
する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。

△ 15,074,835,143

19,042,344
△ 79,514,566,156

独立行政法人の業務運営に関して国
民の負担に帰せられるコスト

東京都他 　　全    3件 0百万円

27,762,104,976
27,762,104,976

　減損損失の算定にあたって、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フ
ローを生み出す最小単位として管理団地等ごとにグルーピングを行っています。その結果、当事業年度におい
ては分譲用途へ転用したグループ等において減損損失を認識しています。

共通資産 工具器具備品等

　なお、回収可能価額の算定方法は、正味売却価額又は使用価値により測定しており、正味売却価額につい
ては、主に譲渡契約額又は不動産鑑定士による鑑定評価額を合理的に調整した価額等を使用し、使用価値に
ついては、将来キャッシュ・フローを2.5％で割り引いて算定しています。

用途 種類 場所 減損損失
10,688百万円事業用資産 土地 埼玉県他 　　全  34件

440,856,659

440,856,659



（２） 確定給付制度
①　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（③に掲げられたものを除く）

期首における退職給付債務 9,155,777,852 円
　　勤務費用 196,038,279 円
　　利息費用 28,573,192 円
　　数理計算上の差異の当期発生額 26,790,635 円
　　退職給付の支払額 △ 3,679,140,175 円
　　制度加入者からの拠出額 968,368 円
期末における退職給付債務 5,729,008,151 円

②　年金資産の期首残高と期末残高の調整表
期首における年金資産 4,276,405,050 円
　　期待運用収益 53,382,922 円
　　数理計算上の差異の当期発生額 △ 128,576,683 円
　　事業主からの拠出額 120,772,968 円
　　退職給付の支払額 △ 1,738,222,396 円
　　制度加入者からの拠出額 968,368 円
期末における年金資産 2,584,730,229 円

③　簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付引当金 4,255,444 円
　　退職給付費用 △ 225,760 円
　　退職給付への支払額 △ 2,374,718 円
期末における退職給付引当金 1,654,966 円

④　退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
積立型制度の退職給付債務 2,898,938,891 円
年金資産 △ 2,584,730,229 円
積立型制度の未積立退職給付債務 314,208,662 円
非積立型制度の未積立退職給付債務 2,831,724,226 円
小計 3,145,932,888 円
未認識数理計算上の差異 △ 499,506,625 円
未認識過去勤務費用 303,228,149 円
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,949,654,412 円
退職給付引当金 2,960,727,739 円
前払年金費用 △ 11,073,327 円
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,949,654,412 円

⑤　退職給付に関連する損益
勤務費用 196,038,279 円
利息費用 28,573,192 円
期待運用収益 △ 53,382,922 円
数理計算上の差異の当期の費用処理額 90,613,110 円
過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 49,664,820 円
簡便法で計算した退職給付費用 △ 225,760 円
　　合　　　計 211,951,079 円

⑥　年金資産の主な内訳
　　　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

債券 34%
株式 21%
現金及び預金 37%
その他 8%

合　計 100%

⑦　長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

⑧　数理計算上の計算基礎に関する事項
区　　分
割引率 0.5%
長期期待運用収益率 2.0%

（３） 確定拠出制度
確定拠出制度への要拠出額は 21,527,915円です。

６ 重要な債務負担行為
　翌事業年度以降に支払いを予定している債務負担行為額は、3,315,895,861円となっています。

７ 金融商品関係
（1） 金融商品の状況に関する事項

　当法人は、資金運用については短期的な預金等に限定し、金融機関からの借入、都市再生債券の発行等により資金を
調達しています。使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に従っています。
　未収債権等に係る顧客の信用リスクは、内部規程に基づく債権管理方針に従ってリスク低減を図っています。

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金
資産を構成する多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を考慮しています。



（2） 金融商品の時価等に関する事項

注）負債に計上されているものは、（）で示しています。

注1） 金融商品の時価の算定方法
①　割賦等譲渡債権

②　破産・更生債権等

③　都市再生債券
　都市再生債券の時価は、市場価格によっています。（1年以内償還予定都市再生債券も含む。）
④　長期借入金

注2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

８ 賃貸等不動産関係

注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
注２）当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりであります。

用途変更による減少 29,918百万円

　また、賃貸等不動産に関する令和元事業年度における収益及び費用等の状況は次のとおりであります。

　長期受入保証金（貸借対照表計上額　71,798百万円）については、市場価格がなく、かつ、合理的な将来キャッシュ・フ
ローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしていませ
ん。

　当法人は、全国に賃貸宅地等を有しています。これらの賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は次のと
おりであります。

注３）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて当法人で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったもの
を含む。）であります。

　破産・更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は
決算日における貸借対照表価額から貸倒見積高を控除した金額に近似していると考えられるため、当該帳簿価額をもっ
て時価としています。

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。時価には市場価格に基
づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。当該価格の算定においては一定
の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　また、重要性の乏しい科目等は次表には含めていません。

　割賦等譲渡債権の種類ごとに分類し、期限前返済分と貸倒分を予測し織り込んだキャッシュ・フローをリスクフリーレート
（国債利回り）で割り引いた現在価値により算定する方法によっています。

　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっています。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の借入れにおいて想定される利率で割
り引いて現在価値を算定する方法によっています。（1年以内返済予定長期借入金も含む。）


